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東アジアの少子高齢化の現状と課題 

 
松浦 司（中央大学） 

 

１．セッションの趣旨（背景，目的，内容） 

 2022 年の日本の出生数は 80 万人を割込む見通しとなった。一般的に先進国では、人口

転換を経て合計出生率が２を割り込んでいる。しかしながら、日本を含めた東アジア諸国

は欧米と比べても特に出生率が低いという特徴がある。経済が発展すると出生率が低下す

るという一般的傾向を超えて、東アジアに特有の原因があると考えられる。その原因の１

つとして、子どもの教育投資への意識の高さ、男女間の地位の格差などが挙げられる。ま

た、高齢化も日本だけではなく東アジアで急速に進展している。わが国の政府も少子高齢

化問題を日本の主要な課題として取り組んでいるが、成果を上げているとは言い難い。少

子高齢化問題は特に地方において深刻化している。 

 そこで、本セッションでは東アジアの少子高齢化の現状と課題を、以下の３つの観点か

ら考察する。第１に、日本だけではなく東アジア（特に中国と韓国）に着目する。影山報

告では韓国、増田報告も韓国の西欧先進国との比較、靳（キン）報告では中国といったよ

うに東アジアを分析の対象とする。第２に、多くの報告では主観的な要因に着目する。影

山報告ではワークライフバランスと SWB(Subjective Well-Being)、廣光・寺村・大石報告（報

告者は寺村）では高齢者の SWB、佐藤報告では親になることの SWB を分析している。第

３に、紫竹報告では、政策担当者による現場からの視点で政策を紹介する。 

 

２．報告者の構成と報告概要 

 報告者は、影山純二（明海大学）、寺村絵里子（明海大学）、増田幹人（駒澤大学）、佐藤

一磨（拓殖大学）、靳璇（お茶の水女子大学）、紫竹貴司（内閣官房）の６名である。 

 影山報告では、若年韓国人女性では仕事が生活満足度に与える影響が高まっていること、

若年層の場合は男女ともに子どもが生活満足度に与える影響が観察されないことを示した。

このことは、韓国において仕事領域でのジェンダー差別が弱まっていること、子育ての心

理的負担が男女ともに大きくなっていることを意味する。 

廣光・寺村・大石報告では、内閣府のデータを用いて、高齢者の主観的厚生を 13の指標

を用いて分析している。その結果、介護負担の軽減は 65歳以上の女性の SWBと正の相関

があることを示している。その一方で、仕事を継続していることは、社会的なつながりに

対する実感や生活の喜びとは関係がないことを示している。 

増田報告では、日本のコロナ危機が出生に及ぼす影響について、韓国および欧米先進国

との比較から定量的な把握を試みる。具体的には、コロナ危機開始当初の影響だけでなく、

コロナ危機開始からしばらく経過した後の時期、すなわち出生率の急低下・反動増後の平

常状態においても出生がコロナ危機から影響を受けているかどうかについて検証を行う。
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ここではまた、コロナ危機による出生の変化の国間における違いが、性別役割分業の意識

の強さと関係があるかどうかについても検証する。用いるデータは月次の合計特殊出生率

であり、時系列データを用いた回帰分析等に基づき分析を行う。 

佐藤報告では、子どもの存在が男女の主観的厚生の分布上のどの点に影響を及ぼすのか

を Unconditional Quantile Regression with Fixed Effects で検証している。分析の結果、女性の

場合、生活満足度の上位層で子どもの負の影響が観察されるが、男性の場合、生活満足度

の下位層で負の影響が観察された。 

靳（キン）報告では、中国都市部における 20〜40歳の男女の出生意欲に焦点をあてる。

具体的には、2018年中国家庭動態追跡調査（China Family Panel Studies, CFPS）の横断面デ

ータを用いて、希望の子ども数、および希望の子どもの男女構成を考える場合、主観的な

生活観、公共事業に対する評価、あるいは別の要因による影響があるのか、またその影響

に男女の違いはあるのかを考察する。 

紫竹報告では、日本におけるこれまでの少子高齢化の対応について、各地域の政策を振

り返り、政策別に類型化することで、その効果について分析を行う。特に、２０１４年の

まち・ひと・しごと創生総合戦略に対応して各地域で地方版の総合戦略が策定されたが、

地域の総合戦略で取り上げられた政策について、地域の人口増減へ与えた効果を考察する。 


